
【報告事項１】                    資料２ 

国の動向について 

 

  ９月２６日に開催された全国介護保険・老人保健事業担当課長会議で次の

とおり示された。 

 

１ 地域支援事業について 

（１）財源構成 

   第１号被保険者の保険料の割合が１９％（←１８％）に変更になる見込

みから，次の財源構成となった。  

①介護予防事業（介護給付費の財源構成と同じ） 

   １号保険料１９％，２号保険料３１％， 

国２５％，都道府県１２．５％，市町村１２．５％ 

  ②地域包括支援事業，任意事業（１号保険料と公費で負担） 

   １号保険料１９％， 

国４０．５％，都道府県２０．２５％，市町村２０．２５％ 

 

（２）地域支援事業交付金の交付対象となる地域支援事業の上限 

   市町村が介護保険事業計画において定める各年度の保険給付費見込み額 

  に，次表に掲げる率を乗じた額 

 １８年度 １９年度 ２０年度 

地域支援事業 全体 ２．０％以内 ２．３％以内 ３．０％以内

 介護予防事業 １．５％以内 １．５％以内 ２．０％以内

 包括的支援事業＋任意事業 １．５％以内 １．５％以内 ２．０％以内

 

（３）介護予防事業の円滑な実施を図るための指針（イメージ案） 

   １頁～１４頁参照 

 

（４）地域支援事業の具体的な内容 

   １５頁～３３頁参照 

 

 

２ 地域密着型サービスに係る指定事務等について 

   ３４頁～３９頁参照 

 
















































































